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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第84期

第３四半期連結
累計期間

第85期
第３四半期連結

累計期間
第84期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 25,547 34,518 33,702

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △3,530 2,913 △2,595

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

(百万円) △3,501 2,832 △2,633

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,595 2,764 △2,548

純資産額 (百万円) 31,162 34,972 32,207

総資産額 (百万円) 87,809 82,549 88,497

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）

(円) △49.19 39.80 △37.00

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 35.4 42.2 36.3

 

回次
第84期

第３四半期連結
会計期間

第85期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.54 19.58

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第84期及び第84期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第85期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５　当社グループの業績をより適切に開示するために、第85期第１四半期連結累計期間より決算日が12月31日で

ある海外連結子会社２社について四半期連結決算日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。

これに伴い第85期第３四半期連結累計期間では、当該子会社については平成27年１月１日から平成27年12月

31日までの12ヶ月間の業績を反映しております。

６　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更があった事項は次のとおりで

あります。

（重要事象等の解消について）

　当社グループは、前連結会計年度まで、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上して

おり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりました。

　このような状況を解消すべく、チタン事業構造改革等に取組み、設備効率の改善、人員削減、生産性向上等による

コスト削減等を実施し、収益力の回復に努めてまいりました。

　その結果、前連結会計年度の第３四半期連結会計期間から連続して営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四

半期純利益を計上しており、平成28年３月期の通期連結業績においても利益計上を見込んでおります。また、配当予

想につきましても期末配当を１株当たり５円といたしました。

　これらの状況から、第２四半期連結会計期間において、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる事象又は

状況は解消したと判断しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、売上債権の増加があったものの、たな卸資産の減少、減価償却に

よる固定資産の減少等により、前連結会計年度末比59億48百万円減少し、825億49百万円となりました。

　負債は、フリーキャッシュフローの改善により前年度に続き借入金の返済を進めたことを主因に、前連結会計年度

末比87億12百万円減少し、475億77百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加を主因に、前連結会計年度末比27億64百万円増加し、349億72百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の36.3％から42.2％となりました。

 

（2）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府における景気対策や日銀の金融緩和による円安、株高を背

景に景気の緩やかな回復基調が続きました。一方、中国経済の減速や新興国の景気減速への警戒感等に中東混迷等の

地政学的リスクも加わり、景気の先行きに対しては不透明な状況で推移しました。

　当社の事業環境は、金属チタン事業については最終需要である航空機の生産は堅調であり、一般工業用向けの需要

についても緩やかな回復基調にあります。機能化学品事業は堅調に推移しました。

　以上の結果、売上高は前年同四半期比35.1％増の345億18百万円となり、損益についても、営業利益32億14百万

円、経常利益29億13百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益28億32百万円となりました。

　なお、第１四半期連結累計期間から連結子会社のうち決算日が12月31日である２社について、当社グループの業績

をより適切に開示するために四半期決算日現在で仮決算を行う方法に変更しました。これに伴い当該子会社の業績に

ついては、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの12ヶ月間を連結し、連結損益計算書を通して調整しており

ます。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売上高は19億19百万円、営業利益は52百万円、経常利

益及び親会社株主に帰属する四半期純利益はそれぞれ84百万円であります。（詳細については「（注記事項）（連結

の範囲又は持分法適用の範囲の変更）（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）及び（セグメント情報等）注

３.報告セグメントの変更等に関する事項」に記載）

 

金属チタン事業

　スポンジチタンについては、航空機向けを中心に販売が増加いたしました。また、インゴットについては、海水淡

水化プラントの新規案件に加え、造船・電力向けも引き続き堅調で、需要は総じて回復基調にあります。スポンジチ

タン及びインゴットの売上高は、増販及び円安等により前年同四半期に対し増加いたしました。

　これらの結果、上記の連結子会社の仮決算を行う方法への変更による影響額を含め、当事業の売上高は前年同四半

期比41.8％増の239億67百万円となり、営業利益も16億21百万円（前年同四半期は36億60百万円の損失）となりまし

た。
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機能化学品事業

　触媒関連製品及び電材関連製品の売上高は、増販及び円安等により前年同四半期に対し増加いたしました。

　この結果、上記の連結子会社の仮決算を行う方法への変更による影響額を含め、当事業の売上高は前年同四半期比

22.1％増の105億50百万円となり、営業利益も前年同四半期比93.8％増の29億円となりました。

 

 

（3）事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９億35百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

　　提出日現在
　　発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,270,910 71,270,910
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数は100株である

計 71,270,910 71,270,910 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 71,270,910 － 11,963 － 13,022

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成27年９月30日の株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 97,200
－

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 71,150,100 711,501 同上

単元未満株式 普通株式 23,610 － 同上

発行済株式総数 71,270,910 － －

総株主の議決権 － 711,501 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が10株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三

丁目３番５号
97,200 － 97,200 0.1

計 － 97,200 － 97,200 0.1

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,368 1,699

受取手形及び売掛金 4,875 ※ 7,067

商品及び製品 13,226 9,765

仕掛品 4,828 5,262

原材料及び貯蔵品 4,957 4,592

繰延税金資産 18 29

その他 2,594 3,646

流動資産合計 32,869 32,063

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,235 14,589

機械装置及び運搬具（純額） 29,710 25,953

工具、器具及び備品（純額） 377 230

土地 2,461 2,221

リース資産（純額） 6,695 5,972

建設仮勘定 170 263

有形固定資産合計 54,650 49,231

無形固定資産   

ソフトウエア 248 207

その他 105 77

無形固定資産合計 353 284

投資その他の資産   

投資有価証券 88 93

関係会社株式 136 136

破産更生債権等 2,539 －

繰延税金資産 3 3

退職給付に係る資産 246 275

その他 152 464

貸倒引当金 △2,542 △3

投資その他の資産合計 623 969

固定資産合計 55,628 50,485

資産合計 88,497 82,549
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,742 1,576

短期借入金 30,787 23,457

リース債務 1,212 1,118

未払法人税等 58 145

賞与引当金 476 508

役員賞与引当金 0 0

その他 1,440 1,508

流動負債合計 35,718 28,315

固定負債   

長期借入金 13,416 12,736

リース債務 5,696 5,044

繰延税金負債 489 495

資産除去債務 969 984

固定負債合計 20,571 19,261

負債合計 56,290 47,577

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,963 11,963

資本剰余金 13,022 13,022

利益剰余金 6,719 9,554

自己株式 △76 △76

株主資本合計 31,629 34,464

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 51 55

繰延ヘッジ損益 △0 6

為替換算調整勘定 124 114

退職給付に係る調整累計額 287 217

その他の包括利益累計額合計 463 393

非支配株主持分 114 114

純資産合計 32,207 34,972

負債純資産合計 88,497 82,549
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 25,547 34,518

売上原価 25,112 27,805

売上総利益 434 6,712

販売費及び一般管理費 3,920 3,498

営業利益又は営業損失（△） △3,485 3,214

営業外収益   

為替差益 256 29

物品売却益 17 14

受取技術料 81 －

固定資産受贈益 － 31

雑収入 40 22

営業外収益合計 396 97

営業外費用   

支払利息 330 279

火災損失 82 73

雑損失 27 45

営業外費用合計 440 398

経常利益又は経常損失（△） △3,530 2,913

特別利益   

補助金収入 162 1,586

ゴルフ会員権売却益 2 －

特別利益合計 165 1,586

特別損失   

固定資産除却損 71 7

固定資産売却損 8 82

固定資産圧縮損 － 1,482

特別損失合計 79 1,573

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△3,445 2,926

法人税、住民税及び事業税 42 107

法人税等調整額 23 △15

法人税等合計 65 91

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,510 2,834

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△9 1

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△3,501 2,832

 

EDINET提出書類

東邦チタニウム株式会社(E01301)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,510 2,834

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 19 3

繰延ヘッジ損益 △53 6

為替換算調整勘定 11 △9

退職給付に係る調整額 △62 △70

その他の包括利益合計 △85 △69

四半期包括利益 △3,595 2,764

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,586 2,763

非支配株主に係る四半期包括利益 △9 1

 

EDINET提出書類

東邦チタニウム株式会社(E01301)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であるToho Titanium America Co.,Ltd.及びToho Titanium Europe

Co.,Ltd.の２社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりましたが、連結財務諸表のより適正な開示を図るために、第１四半期連結会計期

間より四半期連結決算日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　これに伴い当該子会社の業績については、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの12ヶ月間を連結し、

連結損益計算書を通して調整しております。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売上高は19

億19百万円、営業利益は52百万円、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益はそれぞれ84百万円であり

ます。

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

　受取手形 －百万円 38百万円

 

 

　　　 保証債務

次の関係会社の借入金に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

日鉄住金直江津チタン(株) 1,020百万円 765百万円

 

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　減価償却費 5,029百万円 4,560百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

 

１　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 

１　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２） 金属チタン事業 機能化学品事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 16,905 8,642 25,547 － 25,547

セグメント間の内部売上高又は
振替高

646 4 650 △650 －

計 17,551 8,646 26,198 △650 25,547

セグメント利益又は損失（△） △3,660 1,496 △2,163 △1,322 △3,485

　（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△1,322百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研

究開発費であります。

 ２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２） 金属チタン事業 機能化学品事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 23,967 10,550 34,518 － 34,518

セグメント間の内部売上高又は
振替高

741 8 750 △750 －

計 24,709 10,559 35,268 △750 34,518

セグメント利益 1,621 2,900 4,521 △1,307 3,214

　（注）１.セグメント利益の調整額△1,307百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費

であります。

 ２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 ３.報告セグメントの変更等に関する事項

　「（注記事項）（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）（連結子会社の事業年度等に関する事項の変

更）」に記載のとおり、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である海外子会社２社については、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

りましたが、連結財務諸表のより適正な開示を図るために、第１四半期連結会計期間より四半期連結決算日

現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　これに伴い当該子会社の業績については、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの12ヶ月間を連結

し、連結損益計算書を通して調整しております。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売

上高は、金属チタン事業が1,302百万円、機能化学品事業が616百万円、セグメント利益は、金属チタン事業

が42百万円、機能化学品事業が10百万円であります。

 

 

EDINET提出書類

東邦チタニウム株式会社(E01301)

四半期報告書

14/17



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△49円19銭 39円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△3,501 2,832

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△3,501 2,832

普通株式の期中平均株式数（株） 71,173,956 71,173,730

（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成28年２月３日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　　口　　和　　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　崎　　一　　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小 宮 山   高 路　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る東邦チタニウム株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期
連結会計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年
４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結
子会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 

　以　上
 
 
（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

東邦チタニウム株式会社(E01301)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

